
会津学知会 202

□　 Japan's Secret Shame

年 月日 内容

2013 年 山口敬之氏(元 TBS 記者)と伊藤詩織さんがニューヨークで知り合う。

2015 年 3 月 25 日 伊藤詩織さんが山口敬之氏(元 TBS 記者)に仕事を探している旨をメール。

4 月 3 日
山口敬之氏(元 TBS 記者)と伊藤詩織さんがディナー。2 軒めで記憶を失った伊藤詩織さ

んを、港区内ホテルに山口敬之氏(元 TBS 記者)が連れ込む。

4 月 9 日 伊藤詩織さんが、原宿署へ相談。

4 月 15 日 高輪署の警部補と、ホテルの監視カメラ映像を確認

4 月 18 日 山口敬之氏(元 TBS 記者)が伊藤詩織さんにメールで「合意の上だった」と主張

4 月 23 日 山口敬之氏(元 TBS 記者)が TBS ワシントン支局長解任

4 月 30 日 伊藤詩織さんの事件の告訴状が高輪署で受理される。

6 月 地裁は、逮捕状を発付。

6 月 8 日 成田空港で山口敬之氏(元 TBS 記者)の逮捕直前、逮捕状執行が取り消し？

2016 年 5 月 30 日 山口敬之氏(元 TBS 記者)が TBS を退社

6 月 9 日 山口敬之氏(元 TBS 記者)が著作「総理」を出版

7 月 東京地検で、山口敬之氏(元 TBS 記者)は嫌疑不十分で不起訴となる

2017 年 9 月 21 日 検察審査会が不起訴相当と議決

9 月 28 日 伊藤詩織さんが民事訴訟

10 月 伊藤詩織さんが著書「ブラックボックス」を発売

2017 年 11 月 21 日 国会、超党派で事件を検証する議連が発足

2018 年 6 月 29 日 BBC は、「Japan's Secret Shame（日本の秘められた恥）」を放送。

2019 年 2 月 山口敬之さんが名誉毀損として損害賠償を請求した

2019 年 7 月 8 日 伊藤詩織さんと山口敬之氏の本人尋問が行われる

2019 年 10 月 7 日 結審

2019 年 12 月 18 日 伊藤詩織さんの勝訴

　※東京地裁は、伊藤氏の訴えを認めて、山口氏に 330 万円の支払いを命じる。

　※伊藤さんによる体験の公表は、「公益性」と「公益目的」があると認められる。

　※伊藤詩織さん、セカンドレイプに「法的措置をとる」

　・これまで山口氏を擁護し、伊藤氏を批判していた人(政治家・評論家)が一転し　

　　て謝罪する。SNS 等の削除する。
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□　山口敬之氏(元 TBS 記者)の応援?と批判
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□　なぜ？、　山口氏を逮捕しなかった！。

①山口敬之氏は、上級国民?。

②所轄警察署（高輪署）が告訴状を受理。裁判官に逮捕状を請求。

③地裁は、逮捕状を発付。

④山口氏が空港に到着次第逮捕するべく、所轄(高輪署)の警察官がｽﾀﾝﾊﾞｲ。

⑤警視庁本部中村格刑事部長（当時）からの突然の指示で逮捕状の執行が見送られた。

　高輪署員が成田空港で帰国する山口氏を待ち受けていたところ、当時の警視庁刑事部長だった中村格氏（現・警察庁長官

官房長）が「本件は本庁で預かる」と主張したため、逮捕が取りやめにな」報じている。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(「週刊新潮」2017 年 5 月 25 日号)

　・中村格氏「 高輪署の捜査のまま行ったら誤認逮捕だったかもしれない。自分は逃げも隠れもしない、判断は的確」。

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（デイリー新潮　2017/10/31 ）
伊藤詩織さんが、週刊新潮が同行し中村格元刑事部長に突撃取材を試みた、逮捕中止を指示した理由を問いただすために中

村格氏に直撃。がしかし、中村氏は全速力で逃亡する。（詩織さんから逃げまくる動画 2017/11/01）

　・伊藤詩織氏「人生で警察を追いかける事があるとは思わなかった。」

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東京新聞）
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□専門家は

・警視庁本部刑事部長がその逮捕状の執行をストップすることは通常絶対にあり得ない。

・裁判官は、逮捕するに適さない案件に逮捕状を発付しない。

・逮捕状の執行を阻止した説明を納得のいく形でしない限り、私は中村刑事部長（当時）を許せない。

・問題なのは、それを日本の報道機関がきちんと取り上げないこと。警察や検察、裁判所などもはや法治国家　　　　　　

　　　　　　といえない存在になってしまったのか。　　　　　　　　　（若狭勝：元衆院議員／元東京地検特捜部副部長。）　

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

            ・「準強姦事件の逮捕は管轄の署長の判断で行なわれるものだから、刑事部長がそこに口を挟むと　 

               いうのは異例だと言わざるをえませんね。」　　　　　（小野次郎前参院議員・警察庁暴力団対策第一課長）

映画「新聞記者」　より、「捏造記事を流せ」「ｳｿとﾎﾝﾄを決めるのは国民だ」

”ｷｬﾘｱ官僚の自殺”　→”官僚が国民の為、意を決して異論を述べることのできない国？”

※中村格氏は、警察庁N0.2。

※森友問題では上手く逃げ切った財務官僚は出世。

※桜の会問題で名簿の存在を認めてしまった内閣府の官僚は？

【ｷｰﾜｰﾄﾞ】 内閣情報調査室&日本記者クラブ　内閣人事局　内閣府官僚　忖度・捏造　上級国民　　　　　　　　　　

　　     外務省機密漏洩事件（ 西山事件：1971 年)  後藤田正晴 造船疑獄(1954 年 1 月)

『密約―外務省機密漏洩事件』（澤地久枝）

 □ 海外ﾒﾃﾞｨｱは、日本をどう伝えたのか？経済大国日本の政府ﾚﾍﾞﾙは、ﾏｽｺﾐは？   

 BBC は、強姦されたと名乗りを上げて話題になった 伊藤詩織氏を材した「Japan's Secret Shame（日本の秘められた恥）」を放送

した。(2018 年 06 月 29 日)　

(BBC: 英国放送協会(British Broadca　sting Corporation)イギリスのラジオ・テレビを一括運営する公共放送局。) 

  「 日本の性暴力の被害者の多くが実際には恐怖で、助けを呼ぶこともできない」

　　           この痛みを我慢して沈黙しても役に立たない・・・・・・

       ・・・・・ 「黙っているよりはずっといい」(伊藤詩織)

  ・「女性として、ショックで呆然としている。詩織、あなたは本当の英雄」

  ・「強姦に対する日本社会の態度は本当に気がかりだ。」

  ・「詩織は実に勇敢で品位にあふれている。素晴らしい」

  ・「私の『ぜったい行きたい』リストから、日本はいきなり外れてしまった。

  ・「何がいやだって、女性が女性を攻撃してること。」

                                                   ・「犯罪を犯した男を責めなさいよ！」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※個人の問題としてではなく社会の問題として扱う。

※海外のメディアは「声をあげた人」を徹底的にサポートし続けた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※多くの海外ﾒﾃﾞｨｱが日本の法制度や警察、検察の問題点を指摘。   
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□後藤田正晴年表

1914.8. 徳島県麻植郡東山村に後藤田増三郎とその妻ひでの四男として生まれる。

1932. 旧制水戸高等学校（乙類）に入学。

1935.         東京帝国大学法学部法律学科に入学。

1938.4.10 大蔵省と並ぶ一流の官庁とされていた内務省に入省。

1945.12 内務省廃止後は警察庁に所属する警察官僚。

1959.3.6     自治庁長官官房長。

1959.10.13   自治庁税務局長。

1965.3.12    警務局長。

1965.5.19    警察庁次長。

1969.8.12    警察庁長官に就任。

　　　　　　　　※よど号ﾊｲｼﾞｬﾔｯｸク事件・三島事件・あさま山荘事件・西山事件

1972.6.24    警察庁長官を辞任

1972.         第 1次田中角栄内閣の内閣官房副長官（事務）田中の懐刀。

1974.7.7     第 10回参議院議出(徳島、三・角戦争)、敗北。

1976.         第 34回衆議院議員総選挙に徳島県全県区（当時）から立候補し、三木に続く2位当選。

1979.11       第 2次大平内閣の自治大臣兼国家公安委員会委員長兼北海道開発庁長官として初入閣。

1982.11       第 1次中曽根内閣で内閣官房長官に就任。『今まで“君付け”していた者の下には就けない』

1990.         第 2次中曽根第2次改造内閣・第3次中曽根内閣では内閣官房長官に再任。「副総理格」

       ※湾岸戦争が勃発し、ｱﾒﾘｶからの自衛隊の多国籍軍参加の要請ないし圧力がかけられたとき

            には一貫して反対姿勢を貫いた。ｲﾗﾝ･ｲﾗｸ戦争終結に当たり、「私は閣議でｻｲﾝしない」と

            猛烈に反対し、中曽根に派遣を断念させた。

1992.12       宮澤改造内閣で法務大臣に就任。

1996.           総選挙には、高齢を理由として出馬せず、政治の第一線を退く。

2005.9.19    東京都文京区の順天堂大学医学部附属順天堂医院で肺炎のため死去、91歳。

□後藤田五訓

　　　　  1.省庁であれ、省益を忘れ、国益を想え

2.本当の事実を報告せよ

3.勇気を以って意見具申せよ

4.自分の仕事でないと言うなかれ

5,決定が下ったら従い、命令は実行せよ
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□内閣情報調査室（Cabinet Intelligence and Research Office）CIRO（サイロ）。

 ・内閣官房の内部組織の一つ（情報機関）。 

・国民の安全や国益を守るための我が国における「インテリジェンス」体制

・情報収集・分析等を通じて、国民の安全や国益に寄与するインテリジェンスの世界

　 ・最重要の「情報（インテリジェンス）」は、内閣情報官を通じて、適時適切に総理大臣・邸幹部に報告。

・内閣情報調査室が提供するインテリジェンスは、

　様々な場面で国の政策決定を支援。 

           

            ・ 情報と政策は、分離しつつも密接にリンク。 
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□歴史と発展

　　内閣情報調査室は、戦後、我が国が再び国際社会の荒波に耐えうるよう、 旧総理大臣官邸の小さな一室から誕生。

1955 年　国際部に「軍事班」設置。ﾍﾞﾄﾅﾑ戦争・沖縄駐留アメリカ軍の動向観察。 

　　　　　　60 年安保をきっかけに、内閣調査室は論壇の流れをフォローする。　　　　　　

　　　　　　    

1977 年  総務部門、国内部門、国際部門、経済部門、資料部門の 5 部門となる。 第 1 次中曽根内閣時代に　　　　

　　　　　　「総理報告」に格上げ世界的スタンダードである国家最高権力者への直接報告体制が確立。     

1986 年  「内閣調査室」から現在の「内閣情報調査室」となる（5 部門体制は継承）。 

1995 年   阪神・淡路大震災が発生した。内閣情報集約ｾﾝﾀｰが加えら民間との協力体制の確立、ﾏｽｺﾐへの

　　　　　　　発信など官邸の情報収集体制や危機管理体制の改革。 

1998 年　　ﾃﾎﾟﾄﾞﾝ 1号が発射されると情報収集衛星の需要が徐々に高まる。

1999 年　　情報収集衛星導入準備室が設置。

2008 年　　政府機関の防諜を取り扱う「ｶｳﾝﾀｰｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ･ｾﾝﾀｰ」も設置。 

2013 年　　第 2 次安倍内閣で「国家安全保障会議」「国家安全保障局」が設立。　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　(国家安全保障局の参事官の情報班長には内調出向の警察官僚が就任)

2015 年 特定秘密の保護に関する法律」の施行

2016 年 国際テロ情報集約室を設置 

2019 年 国際テロ情報集約室に「国際テロ対策等情報共有センター」を設置

　　　　　　※　一部報道では、内調職員による週刊誌等のマスコミへの頻繁な接触や政治家ｽｷｬﾝﾀﾞﾙ収集、

　　　　　　　　閣僚候補に対する身体検査、政局の動向や世論の動向の調査。

                                                                                                                                以上

　　　　                                                                                   s.kszumitu(2020.01)
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